
従業員が働き方を変えるとシ

フト編成等に影響が生じる可

能性もあります。従業員へのヒ

アリング等を行い、支障が出な

いように準備しましょう。 

 

◆短期パートの適用漏れに注

意 

上記要件のうち、(3)は当初

契約の雇用期間が２カ月以内

でも、契約更新等されると、当

初から社会保険に加入となり

ます。これまでの「１年超」と

の要件が撤廃されるため、特に

適用漏れに注意が必要です。 

年金事務所による調査で適

用漏れは厳しくチェックされ、

万が一あると保険料の遡及払

いが発生し、従業員負担分も含

めていったん会社が立て替え

ざるを得なくなったりします。

適正に手続きがされているか、

チェックしておくとよいでし

ょう。 

 

◆雇用保険料率も 10 月から

引上げ 

従業員数 100 人未満の会社

も、雇用保険料率の引上げによ

る影響があります。一般の事業

で事業主分が 1,000 分の 6.5

から 8.5 に、労働者分が

1,000 分の３から 1,000 分

の５に引き上げられます。 

特に労働者分は平成 29 年

度以降据え置かれていたため、

若い従業員には率が変わるも

のと認識していない人もいる

かもしれません。10 月分の給

与明細と一緒に、保険料率の変

更を案内してあげるとよいで

しょう。 

【日本年金機構「令和４年 10 月

から短時間労働者の適用拡大・育休

免除の見直し等が行われます」】 

https://www.nenkin.go.jp/os

hirase/topics/2022/0729.html 

 
 
１０月の税務と労務の手続
期限［提出先・納付先］ 
 

11 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

３１日 

○ 個人の道府県民税・市町村

民税の納付＜第３期分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜

休業４日未満、７月～９月

分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険料の納付＜延納

第２期分＞［郵便局または

銀行］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇

用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の翌

月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

 

★当事務所よりひと言★ 
 

前述の通り、岐阜県におき

ましても 10 月１日から地域

別最低賃金額（時給）が現行

の 880 円から 30 円引上げ

られ、910 円に改定され、雇

用保険料率（労働者分）も引

き上げられますので、10 月

労働分の給料計算時はお間違

いのないようお願いします。 

また、事業場内の最低賃金

を引き上げに対する業務改善

助成金があります。活用をお

考えの方は、ぜひご相談くだ

さい。 

詳細は同封チラシをご参照

ください。 

 

◆業務改善助成金 

生産性向上のための設備投

資などを行い、事業場内で最も

低い賃金（事業場内最低賃金）

を一定額以上引き上げた中小

企業・小規模事業者に対して、

その設備投資などにかかった

経費の一部を助成します。 
 

◆働き方改革推進支援助成金

（業種別団体の賃金底上げの

ための取組みを支援） 

中小企業事業主の団体やそ

の連合団体である事業主団体

等が、その傘下の事業主のう

ち、労働者を雇用する事業主の

労働者の労働条件の改善のた

めに、時間外労働の削減や賃金

引上げに向けた取組みを実施

した場合に、その事業主団体等

に対して助成します。 
 

◆その他の支援 

その他、日本政策金融公庫で

は、事業場内で最も低い賃金

（事業場内最低賃金）の引上げ

に取り組む中小企業・小規模事

業者に対して、設備資金や運転

資金を低金利で融資していま

す（企業活力強化貸付（働き方

改革推進支援資金））。 

【厚生労働省「最低賃金引上げに

向けた中小企業・小規模事業者への

支援事業」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/

seisakunitsuite/bunya/koyou_r

oudou/roudoukijun/zigyonushi

/shienjigyou/index.html 

 
 
１０月から始まる社会保険
適用拡大への対応はお済
みですか？ 
 

◆従業員数 101 人以上の会

社のパート・アルバイトが厚

生年金・健康保険の加入対象

に 

加入対象は、(1)週所定労働

時間 20 時間以上、(2)月額賃

金 8.8 万円以上、(3)２カ月超

雇用見込みがある、(4)学生で

はない、の４つに該当する従

業員ですが、手取り収入への

影響から、働き方を変える人

が出てくると考えられます。

例えば、加入希望の人がシフ

トを増やして手取り減を回避

したいと言ったり、扶養を外

れたくない人がシフトを減ら

したいと言ったりするかもし

れません。 

会社の保険料負担や発生す

る手続きも気になりますが、

最低賃金引上げに向けた
中小企業・小規模事業者へ
の支援事業 
 
◆令和４年度の地域別最低

賃金が改定に 

 令和４年 10 月より最低賃

金が改定されます（地域によ

り、発効日は異なる）。47 都

道府県で 30 円～33 円の引

上げ（全国加重平均額 31 円

の引上げ）となります。改定後

の全国加重平均額は 961 円

（昨年度は 930 円）で、最高

額は1,072円、最低額は853

円となります。 

厚生労働省と経済産業省は

連携して、最低賃金の引上げ

により影響を受ける中小企業

に対する支援を実施していま

すので、以下でご紹介します。 

 

◆専門家派遣・相談等支援

事業（ワン・ストップ＆無

料の相談・支援体制を整

備） 

各都道府県にある働き方改

革推進支援センターに配置し

ている専門家が、無料で事業

主からの労務管理上の悩みを

聞き、アドバイスを行ってい

ます。 

 

 

連絡先：〒501－3232  

    関市桜本町 2-32-4 エレガンスみやもと 302 

電 話：0575-24-3757     FAX：0575-24-3757 

ｅ－ｍａｉｌ：hata50911@gmail.com 
  

社会保険労務士 
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